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第２回経営審議会議事録 
 

平成 21 年度第２回公立大学法人宮城大学経営審議会 

日   時 平成２１年９月１５日（火）午後２時から午後４時まで 

場   所 宮城大学大和キャンパス 本部棟 ４階 応接会議室 

出 席 者 馬渡理事長、白石副理事長、武田理事、金子理事、保理理事、阿部委員、大

山委員、佐藤委員、大滝委員、柳川委員 

欠 席 者 井部委員 

事 務 部 小林課長、中村課長、真山参事兼課長、新妻課長、財務課辻市 

議事概要 

 

１ 審議事項 

(1) 平成 21 年度第 1 次補正予算（案）について 

資料１により当該補正予算（案）の概要について説明された。 

委員から「その他の受託事業収入」に日本学術振興会とあるが、

科研費なのかとの質問があり、科研費等の研究費とは別の受託事業

収入である旨回答があった。 

また、当初予算編成時には、科研費が採択されていないのに予算

措置されていることについて質問があり、予算額は目標とする予定

額であるとの説明があった。 

続いて、当初予算の地域振興寄附金の使途について質問があり、

地域振興事業として県内市町村等の調査研究事業及び研修事業の受

託事業を実施していくが、当面は職員人件費等に充てるため取り崩

すこともやむを得ないとされている旨説明があった。 

以上の説明及び質疑応答の後、本件は全会一致で承認された。 

 (2) 平成 22 年度設備整備費補助金要求について 

資料２により当該施設整備要求の概要について説明された。 

委員から、教室等の増設が必要との趣旨は理解したが、建設単価

等については、民間の発想を取り入れるべきであるとの意見が出さ

れ、県の公共事業という点がベースとなるが、実施段階ではご指摘

の点を生かしたいとの説明があった。 

また、教室の増設が認められた場合の少人数教育のための教員の

確保について質問が出され、ネイティブ・スピーカー等専任教員の

増員が本筋であるが、当面非常勤講師を含めて対応したいとの説明

があった。 

次に、設備整備として２件の要求があるが、どのような過程を経

てまとめられたのかとの質問が出され、各学部の教員等で構成され
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た理事長室という組織でまとめられたものである旨説明があった。 

続いて、施設整備に関する県の優先順位はあるかとの質問が出さ

れ、県の施策としての優先順位は無いが、県の財政事情から、厳し

い査定はあるものと理解している旨説明があった後、本件も全会一

致で承認された。 

 (3) 平成 21 年度人員・人件費管理について 

資料３により人員・人件費管理について説明された。 

委員から、人件費管理は、定員枠によるのか、又は予算によるの

かとの質問が出され、専任教員・事務職員は定員により管理し非常

勤教員は予算額で管理しており、人件費予算は精算することになっ

ている旨説明があった。 

また、教員の定数等については、公立大学間で差はあるかとの質問が

出され、公立大学間で一律ではなく、本学の学生当たり教員数は公立大

学平均を下回っている旨説明があった。 

次に、正規教職員と非正規教職員の構成比について質問が出され、

正規職員の定数は、旧条例をベースに議論して定まっており、非正

規教職員については、予算等で定まっている旨回答があった。 

続いて、看護学部の教員の欠員について質問が出され、博士課程

設置のための計画的なものであるとの説明があった後、本件も全会

一致で承認された。 

(4) 学長選考会議委員の選出について 

資料４により関係規程について説明された後、委員の推薦が行わ

れ、阿部委員、大山委員及び柳川委員が全会一致で選出された。 

 

２ 報告事項 

 (1) 中期計画・年度計画及び執行管理について 

資料５により報告され、宮城大学の現在の大学院設置状況はどう

かとの質問が出され、３研究科とも修士課程は設置されている、博

士課程は事業構想学研究科については設置されており、看護学研究

科は設置申請中、食産業学研究科は設置申請の準備中であるとの説

明があった。 

 (2) 第 1 四半期財務報告について 

資料６により報告され、対外的に公表しているのかとの質問が出

され、内部管理用の資料であり、対外的には公表していない旨説明

があった。 
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(3) 看護学研究科博士課程設置について 

資料７により報告され、県内に看護学の博士課程はあるかとの質

問が出され、現在は無く、東北大学も現在申請中であることについ

て説明があった。 

次に、文科省への補正申請時の教員審査は厳しいのかとの質問が

出され、補正申請時に特に審査が厳しくなることはない旨説明があ

った。 

(4) 兼業規程改正について 

資料８により報告され、寄附した２０％については、税の控除を

受けられるかとの質問が出され、寄附金として控除の対象となる旨

回答があった。 

また、兼業納付金の制度について、高く評価する意見があった。 

 

 

 この議事録は、平成 21 年度第２回公立大学法人宮城大学経営審議会の議

事録である。 

 

平成 21 年 10 月  日 

 

 

 公立大学法人宮城大学 

経営審議会議長       馬渡尚憲         

 

 

 

議事録署名委員       白石 晃         

 

 

 

議事録署名委員       佐藤正之         

 

 

 

 

 

 


